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【指数構成銘柄数  64】

構成比率

1 日本ビルファンド投資法人 7.0%

2 ジャパンリアルエステイト投資法人 6.6%

3 野村不動産マスターファンド投資法人 5.5%

4 オリックス不動産投資法人 4.3%

5 ユナイテッド・アーバン投資法人 4.2%

6 日本リテールファンド投資法人 4.0%

7 日本プロロジスリート投資法人 3.6%

8 大和ハウスリート投資法人 3.5%

9 GLP投資法人 3.1%

10 アドバンス・レジデンス投資法人 3.0%

その他 55.3%

合計 100.0%
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基準日 1週間前 1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前

2020/1/31 2020/1/24 2019/12/31 2019/10/31 2019/7/31 2019/1/31 2017/1/31

東証リート指数 指数値 4,608.85 4,551.36 4,450.34 4,625.77 4,120.33 3,709.11 3,407.69

騰落率 - 1.3% 3.6% -0.4% 11.9% 24.3% 35.2%
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２．東証REIT指数（配当込み）の推移

1月の東証REIT指数（配当込み）の騰落率は、+3.6％上昇しました。

1月後半は国内外の株式が新型肺炎の感染拡大を嫌気して売られる展開となりましたが、逃避先としてリート市場へ資金
を移す動きが見られ、Jリート市場を押し上げました。また、月初から公募増資が相次いだものの、需給軟化の様相は限定的
で、むしろ各社の経営の規律を確認できる好ましい内容と評価され、旺盛な需要が見られました。

用途別東証REIT指数では、オフィスセクターだけがアウトパフォームしました。時価総額トップ2のオフィスリートが力強く上昇し
たことが主因となっています。また、公募増資銘柄については、成長性が評価され、大幅にアウトパフォームする銘柄も見られま
した。

不動産市況をみると、12月の都心5区のオフィス空室率は1.55％へ低下し、平均賃料は72カ月連続で上昇しています。
なお、日銀による1月のJリートの買い入れは1回（12億円）行われました。

１．月間のＪリート市場の動き

３．指数構成比率の上位銘柄 ４．東京の空室率および賃料の推移

（注1）左右のグラフの東証REIT指数（配当込み）は2004年12月末を100として指数化。休日の場合は前営業日のデータを使用。
（注2）表中の騰落率は基準日をベースに該当期間の指数の騰落を表示。
（出所）Datastreamのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（2004年12月末～2020年1月末） （2019年12月末～2020年1月末）

（出所）Datastreamのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

東京都心5区 空室率と平均賃料東証REIT指数の上位構成銘柄（2020年1月末現在）

（注1）データ期間は2003年1月～2019年12月。
（注2）東京都心5区は千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区。
（出所）Datastreamのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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アメリカ オーストラリア イギリス フランス 全体

構成比 73.6% 6.5% 5.5% 3.4% 100%

月間収益率 0.9% 1.3% ▲3.6% ▲6.5% 0.4%

寄与度 0.7% 0.1% ▲0.2% ▲0.2% -

アメリカ, 73.6%
オーストラリア, 

6.5%

イギリス, 5.5%

シンガポール, 

3.9%

フランス, 3.4%

カナダ, 

2.1%

香港, 1.9% ベルギー, 1.1%

その他, 1.9%

アメリカ オーストラリア イギリス フランス 全体

為替要因 ▲0.3% ▲5.4% ▲0.7% ▲1.5% ▲0.8%

リート要因 1.2% 6.7% ▲2.8% ▲5.0% 1.2%

リート要因＋為替要因 0.9% 1.3% ▲3.6% ▲6.5% 0.4%
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▲2.6% 0.4% ▲0.1% 6.8% 11.9% 24.5%

▲2.5% 0.9% ▲0.7% 6.3% 12.3% 22.5%

▲2.5% ▲3.2% 2.1% 18.7% 12.1% 23.6%

▲3.4% 0.3% 1.1% 0.4% 9.9% 37.5%アジア・パシフィック
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２．世界のリート指数の推移

1月のS&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円ベース）は前月比+0.4％となりました。内訳は、現地通貨ベース
のリート要因が+1.2％、為替要因が▲0.8%でした。
米国リート市場は上昇しました。新型肺炎の感染拡大等を受けて、ディフェンシブ（景気変動の影響を受けにくい）セクター

が選好されたことが市場のサポート要因となりました。米国長期金利が低下したことや、発表された物流セクターの2019年の業
績が堅調だったことなども好感されました。欧州リート市場は、小売りセクターのバリュエーション（投資価値評価）への懸念や
不動産直接投資が弱含んだことなどから下落しました。オーストラリアリート市場は、国内の大規模な森林火災や新型肺炎の
世界的拡散を受けて、同国の金利が低下したことなどから上昇しました。
為替については、米ドル、豪ドル、英ポンド、ユーロ、カナダドルが対円で下落しました。香港ドルはほぼ横ばいでした。
※月末前日のリート価格を月末の為替レートで換算した当月の指数は+1.87％となりました。

１．月間のグローバルリート市場の動き

４．国別比率３．国別収益率

（注1）世界のリート指数はS&P先進国REIT指数（除く日本、円ベース）
を使用。地域別データは、当該指数を構成する地域別指数。

（注2）上段の2つのグラフは、2005年6月1日を100として指数化。
（注3）左表は作成基準日をベースに、各期間の指数騰落率を表示。

休日の場合は、前営業日のデータを使用。
（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（2005年6月1日～2020年1月末） （2019年12月末～2020年1月末）

（注1）S&P先進国REIT指数（除く日本、円ベース）の国別構成比率。
（注2）寄与度は構成比と収益率の積。簡便的な方法により算出。
（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

国別構成比率（2020年1月末現在）

（注）S&P先進国REIT指数（除く日本、円ベース）の国別収益率のデータをリート要因と
為替要因に分解。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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2020年1月の国別収益要因分解
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